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1971年12月にパングラデシュがパキスタンから分離・

独立して以来16年たつo この間，バングラデシュ経済は

国民の期待に反して長期停滞状況からぬけ出しえなかっ

た。独立直後の混乱期を経て，開発計画の実施が軌道に

のり始めた1976/77年度から85/86年度までの10年聞を見

ると， GDPは年率4.4f"j:で成長したにすぎない。とく

に基幹産業である農業部門の成長率は1.9街：と低く，同

期間の人口増加率2.8f"j:にも及ばなかった。工業部門の

成長率も 3.5i:'.:i:でしかなく，これは 10~前後に設定され

た各期の計画目標をはるかに下回った。なかでも独立後

の国有化政策で国営部門に編入され，これまで巨額な資

金が投入されてきた大規模工業が年平均3.2 ~~"j:の成長率

しかあげていないことは，パングラデシュ工業の停滞状

況をよく示している。一方，開発資金配分で必ずしも震

祝されてこなかった小規模・家内工業の成長率は年平均

3.8fなであった。

独立以来数次にわたる開発計爾の実施，国際機関・先

進工業国からの巨額な資金・技術協力の供与にもかかわ

らず，パングラデシュは 1人当りのGNPが1984年で130

ドル（世界最下位のエチオピアに次ぐ〉と低所得国から脱

しえず，産業構造の高度化・近代化も実現しえなかった

のは何故なのか。繰り返される政権の交替と政情不安，

妥当性のない経済政策，非効率な官僚機構，度重なる行

政制度改編と非能率な行政機構，インフラストラクチャ

ーの未整備，教育水準・技術水準の低さ，組織を動かす

経営者の層の薄さ，狭い国内市場，低所得・低貯蓄から

くる慢性的な資金不足，など理由はたくさんある。これ

ら発展途上国に共通する多くの問題を抱えたパングラデ

シュが，その経済を活性化していくためには，農業部門

における生産性向上とともに，工業部門，とくに小規模・

家内工業の育成，発展による経済構造の高度化が不可欠
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であろう。さらにまた，労働力人口の約30~が失業・半

失業の状況にあり，しかも人口は年率2.5~で増え続け，

農業部門の雇用吸収カにも限界があることからして，雇

用機会創設のためにも小規模・家内工業の発展は急務で

あると言わねばならない。

本書は，このような観点から，パングラデシュの小規

模・家内工業について，それが直面しているさまざまな

問題点と解決すべき点を整理し，そのうえで今後の発展

の方向を提言したものである。その主要なテーマは，日

本とインドの経験に学び，パンク。ラデシュの工業化を大

規模工業と小規模・家内工業との有機的な結びつきのな

かですすめることにある。換言すれば，大規模企業がひ

とつの生産単位として自己完結的な生産体制を維持する

のではなく，小規模・家内企業をその傘下に組み入れ，

下請け・関連企業化するような生産体制をつくるよう提

言しているのである。その場合，バングラデシュでは大

規模企業そのものがまだ十分育っていないため，多国籍

企業による国際的下請け・関連企業化の方向も検討され

るべきだと提言している。

本書は筆者が名古屋大学経済学部に提出した博士論文

を改訂，縮小したものである。 1971併F，文部省留学生と

して来日，名古屋大学経済学部で日本の中小企業の研究

に従事した筆者は， 77年，同大学博士過程終了後帰国，

剖年にバングラデシュ・ラジシャヒ大学助教授に就任し

たロその後1982年から8お手にかけて名古屋大学経済研究

センターの客員研究員となり，その聞に本書のもととな

った博士論文を完成させた。

本書の構成は以下のとおりである。

第1章小規模工業，パンクeラデシュにおけるその

第2章

第3章

第4章

定義

小規模工業発展の展望

いくつかの間題点と新たな展開の必要性

下請け・関連企業化の促進
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第1章はパングラデシュの小規模・家内工業をどのよ

うに定義すべきかについて論じたものである。その目的

は，これら小規模・家内工業の定義を明殖にすることに

よってそれを大規模工業から区別し，さまざまな問題を

抱える小規模・家内工業に対してもっとも適切な開発戦

略，政策を立案できるようにするためである。

パングラデシュの小規模・家内工業を定義するにあた

って，筆者はまずパングラデシュの発展段階とその経済
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的特性を明らかにする。すなわち，パングラデシュの工

業化は1947年のネグリジブルな水準から60年代末には工

業生産が GDPの7.B~Ii; (69/70年度）を占めるまでに発

展した。しかしその後はマージナルな成長を遂げたにす

ぎず，工業生産の GDP比は1981/82年度でもわずか8.5

伝にとどまっていることから，その発展段階がいまだご

く初期的段階にあると規定している。 1971年の独立後工

業生産が伸びなかった理由としては，（1）政府が72年に国

有化法を施行，すべての大規模工業を国営企業化したこ

と，（2）しかし，国営企業のマネージメントを担当する人

材が少なく，その後巨額な政府開発資金がこれら国営企

業に投下されたにもかかわらず，ほとんどの国営企業は

非効率的経営で生産の停滞と経営の悪化を招いたこと，

(3）社会主義的経済政策をとったため民間資本の役割は中

・小規模工業，農村家内工業に仮定され，これらの分野

に対して政府開発投資があまりなされなかったこと，等

をあげている。一方，主として民間部門に期待されてい

た小規模・家内工業への投資制財く準であった。 1975年

の政変後，社会主義的経済政策は破棄されて民間部門保

護・育成のための諸政策が採られるようになった。しか

し，その後の政情不安もあって民間部門の反応は鈍く，

工業部門への民間投資が増加傾向を示すようになるの

は， 1982年の政府による新工業政策の施行，すなわち国

営企業の民間払い下げ，民間投資上限・投資分野規制の

撤廃，税制jや金融での民間優遇措置の導入，などが実施

されるようになってからのことである。

このような緩済状況の下にあって，バングラデシュ政

府はこれまでどのような定義を小規模・家内工業に与え

てきたのであろうか。 1973/74年度から始まる第 1次5

カ年計画では，資産総額が2田万～以下を前提として，

家族労働のみによる製造業を家内工業とし，小規模工業

については，動力を使用する場合は雇用労働者数が20人

以下，動力を使用しない場合は同50人以下とする，雇用

労働者数がこれらの限界を超えた場合はこれを中規模工

業とする，と規定されている。もっとも，第l次計画の

資金配分を見ると中・小・家内工業の育成はあまり重視

されているとはいえなかった。その後の政策変更で民間

部門の保護・育成が重視されるようになり，第2次5カ

年計画 (1980/81～84/85年度〉では，新たな定義が用意

される。すなわち， 250万勺という資産総額の上限をな

くし，家内工業，小規模工業の定義は第1次計画期と同

じだが，これらのほかに農村工業（ruralindustries〕

という新たな概念を導入し，さらに中規模工業は大規模

工業に含めるとの定義である。
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こうした定義に対して筆者は，以下の三つの理由から

家内工業と小規模エ業をひとつのカテゴリーに纏め，資

産総額に関係なく雇用労働者数が印人以下の製糧業を小

規模工業と定義づけている。理由は，（1）現段階では，家

内工業も小規模工業も同じ問題に直面しており，三つを

区別する必要性がない，（2判司じような問題を抱える製造

業グループを他のグル｝プから区別するに際し，資本額

による区別はほとんど意味を持たない， ω動力の使用は
今後推奨すべきものであり，動力使用の有無を小規模工

業の条件の一つにすべきではない，というものである。

雇用労働者数については，（1）大企業の平均雇用者数が

191人，小企業のそれが9人という現状（1974年センサ

ス〕，（2）ダッカ大学の産業研究所（Bureauof Business 

Research）の調査によれば， 247の小規模工業サンプル

のうち例外的な16企業を除けばすべて雇用者数は50人以

下であったこと，を根拠にしている。

第2章では小規模・家内工業がパングラデシュ経済に

占めている地位と今後の展望について以下の七つの側面

から検討を加え，同部門がこれまで政府の開発政策のな

かで陽の当たる場所にはなかったとは言え，そのパング

ラデシュ経済への貢献は大企業のそれよりも大きかった

ことを明らかにするとともに，今後同部門が果たしうる

役割を展望している。

(1）資本蓄積一一パングラデシュ園内総貯蓄の GDP

比は3.36t1i: (1979/80年度〉と世界最低の水準で，資本

の蓄積も十分ではない。しかし小規模工業の場合資本額

が小さいうえ，非生産的用途に浪費されてきた少額の貯

蓄を動員することで資本蓄積に貢献できる。

(2）雇用機会の創設一一パングラデシュの失業人口は

1982年で840万人にもなり，これが87年には1550万人に

増加すると推計される。これは全労働力人口の約30fti:に

あたる。これら失業人口は，一部は農村から押し出され

て都市に流入するが，大部分は農村に滞留する。土地な

し農家の比率が1960年の17.2~t;から 68年には 2oii:. 73/ 

74年度には37.6tti:にも達していることは，農村における

失業問題の深刻さを示している。しかし，農業部門でこ

うした治大な失業人口を吸収することはできず，小規模

・家内工業における雇用機会創出が急務である。

(3）消費財生産への貢献ー←政府統計によれば， 1978

/79年度にパングラデシュで生産された綿布のうち約75

ij:が手織機による家内工業生産であった。おそらく，消

費財生産の大部分は小規模・家内工業の産物であるとい

っても過言ではない。日本の経験が教えるように，将来

的にはこれら生産物の輸出による外貨収入も期待できよ
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(4）鶏村地域開発への貢献一一バングラデシュのよう

な農業国においては，その工業化は農業生産の増加を支

援する分野および農産物加工工業から始めるべきであ

る。これには農村部に多数の小規模工業を設立し，近代

農法のための灘瓶・耕作・収穫用の器具の生産・補修・

部品製造を行なうことがf重要となる。こうした工業の設

立は，農村部の過剰労働力に雇用機会を与え，彼らの所

得水準を引き上げて園内市場の拡大にも貢献しよう。

(5）地域経済格差の是正一一工業開発の大都市集中は

地域経済格差を拡大する。こうした状況を避けるため，

工業の地方分散化を考慮しなければならない。この場

合，日本の地場産業育成が参考になる。すなわち，小規

模工業を地方都市や農村に設立し，業種に応じた生産者

協同組合を全国に組織してその育成・発展をはかる方向

である。

(6）大規模工業の補完的生産一一発展途上国の工業化

は，大規模工業と小規模工業とが相互に協力しあって発

展しない限り効果的に行ないえない。大規模工業は，こ

れまで自ら行なってきた労働集約的生産工程を小規模工

業に移行することによってその生産コストを引き下げる

ことができ，小規模工業は，その技術，資金，原料，製

品販売等の面で利益を得ることができるからである。し

たがって，小規模工業の発展を大規模工業との関連のな

かで求めていくならぽ，その果たすべき役割は，今後ま

すます重要になる。

(7）企業家の育成一一工業化の前提となる企業家の育

成にも小規模工業が貢献できる。

本章をまとめるにあたって筆者は小規模工業を大規模

工業との有機的・補完的関連のなかで育成することの重

要性を強調しているが，この点についてはほかに 1章を

設け，第4寧として詳しい検討が加えられる。

第3章は小規模・家内工業を取P巻く諸問題とその解
決策についての包括的分析にあてられている。ここでは

諸問題をその性格から三つのカテゴリーに分けて考察し

ている。第1は経済開発，なかんずく工業化にあたって

の一般的問題，第2は特に小規模・家内工業に関する問

題，そして第3は企業経営に関連する問題である。

第1の問題としては，インフラストラクチヤ｝の宋整

備，政府の経済政策における一貫性の欠如と非効率的な

官僚システム総花的工業化政策，外的要因，経済的要

因（内資不足，民間企業と国営企業との競合，インフレ

等〉，技術者不足などが検討されている。

第2の問題は小規模・家内工業についての政策・開発

rr4 

計画に関するもので，筆者はパキスタン時代から現在に

至るまでのすべての開発計画が小規模工業の育成をその

目標に掲げながら，現実にはほとんど実行されなかった

理由について，政府が小規模・家内工業の重要性について

まだ十分な理解をもっておらず，したがってその包括的

開発戦略もなく，開発計画を実行に移すための制度的，資

金的，あるいは人的支援体制確立がなされていないため

であると断じている。制度的問題としては，とくにパン

グラテ、シュ小規模・家内工業公社（BSCIC）を取り上げ，

その機能，組織，活動状況を検討したうえで， BSCIC

が小規模・家内工業の育成，発展のために十分機能して

いないとし，その原因は BSCICがその機能を果たすに

必要な自主性，資金，人材，ファシリティーを与えられ

ていないためと見ている。また資金的問題では，小規模

・家内工業が公的金融機関からの融資をあまり利用でき

ず，設立資金，運転資金などの資金需要は高利の民間金融

機関に依存している実態を明らかにしたうえで，日本の

中小企業金融制度を参考にしながら，（1）小規模・家内工

業のための特別金融機関の設立，（2）国有化商業銀行に小

規模・家内工業だけを取り扱う特別ユニットを設置し，

スタッフを養成する，（3）小規模・家内工業協同組合，あ

るいは協会を設立，相互協力を深めるとともに，協同組合

として集団で公的資金を活用する，などを提案している。

第3の問題は企業経営に関する問題で，ここでは労働

者，経営者の教育・訓練，生産物の市場開拓，技術水準

の向上等について，その問題と筆者の解決案が提示され

ている。

最後に筆者はパングラデ、シュの小規模・家内工業が直

面している問題がすべて深刻かっ相瓦に深く関連してお

P，その解決にあたって何処から始めるかを決めるのは
非常に難しいとしながらも，民間部門の工業生産活動へ

の政府介入をなくし，国有化企業の民間への払い下げを

実現し，市場原理による自由経済を実現するととがパン

グラデシュの工業化にとって問題解決の第一歩になると

主張している。
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下請け・関連工業の育成を論じた第4章は，本書の主

要テ｝マである。筆者は工業部門の付加価値生産，雇

用，消費財の供給などでバングラデシュ経済に貢献をし

てきた小規模・家内工業をさらに発展させるためにはそ

の技術水準の向上が不可欠だが，現状では彼らにはその

能力がまだ備わっておらず，この問題を解決するには，小



規模・家内工業を下請け・関連企業化（subcontracting

practices）するしかないと主張する。

ここでの下請け・関連企業化は，国内での大規模工業

（親企業〕と小規模工業（下請け企業〉との聞のみなら

ず，多国籍外国企業〈親企業〉とパングラデシュの小規

模工業（下請け企業）との聞の契約に基づく生産関係を

も含んでいる。この場合，親企業の注文する規格に合わ

せた製品（最終製品の部品〉，あるいは親企業の機械・

器具類の部品生産，修理などを下請け企業が担当する

が，その原料の供給，製品の引き取り，技術指導などは

親企業の責任で行なうことになる。

こうした下請け・関連企業化は，親会社にとってもコ

ストの引き下げ，下請け企業の持つ特殊技能の利用，生

産活動を重要部門に特化することによってそこでの技術

革新に専念できること，景気変動への対応が容易になる

こと，労使紛争の回避，労働の分業化と専門化の促進，

といったメリットがある。一方，下請け企業にとって

は，親企業による「搾取」（たとえば分割支払い，製品

価格の引き下げ圧力，原料価格の引き上げ，景気後退期

の契約解除など〉という不利はあるが，しかしメリット

も大きい。それらは（1）特定工業への新規参入が容易にな

る，（2）親企業から必要な経営指導を受けることができ，

また最新の生産工程の技術がえられる。時には資金の提

供や技術者－とともに親企業の機械の払い下げもえられる

（日本の場合）， (3）製品の引き取りが保証され，販売を考

慮する必要がない，（4）原料の供給確保，等でパンクーラデ

シュの現状からみれば，下請け・関連企業化は小規模工

業の育成，発展に役立つ。

筆者はパンクeラデシュでこうした下請け・関連企業化

が遅れ，これまで行なわれてこなかった理由を以下のよ

うにまとめている。すなわち，（1）近代技術をパングラデ

シュの伝統的設備，材料に適用させるために必要な技能

と経験を持った人材の不足，（2）小規模工業を効果的に利

用しうるような産業組織が欠けていること，（31圏内市場

が狭く，経済成長率も低いこと，（4）大規模工業が自己完

結的生産態勢にあること，また外国からの技術導入の場

合，部品等の園内生産ができないことなどで，これらを

考慮したうえで下請け・関連企業化を促進する政策の具

体化が急務であると論じている。

さらに筆者は，外国企業を親企業とする国際的な下請

け・関連企業化の重要性を強調，パンク守ラデシュは労働

力が安く，国内市場の潜在カがあること，圏内産業保護

のための輸入規制，税法・金融上の優遇などによれ外

国の多国籍企業にとっての投資環境が整いつつあるとし

書評

ている。外国企業との下請け・関連企業化が可能な産業

分野として筆者は，（1）既製服・アパレル産業，（2）製靴産

業，（3）篭気機器部品産業，（4）農産物加工工業，（5）綿織物

産業，（6）機械産業，等を挙げている。

町

パングラデシュでは1971年の独立以来，工業水準を高

め，農村に滞留する失業人口に雇用機会を与え，企業経

営の人材を育てるため小規模・家内工業育成の重要性が

叫ばれてきた。独立後の数次にわたる開発計画でも，小

規模・家内工業の発展についてその緊急必要性が強調さ

れている。開発計画の立案，施行に大きな影響力を持つ

国際援助機関，先進工業国もまた，小規模工業開発の優

先順位を高くするよう勧告し， ADB,IDAは1973年か

ら小規模工業開発ローンの供与を始めている借り。しか

し，実際の小規模・家内工業のパフォーマンスは期待に

反したものであった。開発計画で小規模・家内工業の重

要性を強調していることが，必ずしもそれら工業に対す

る優先的資金配分を伴っていないためである。独立後の

第I次5カ年計画（1973/74～77/78年度〉では，工業部

門に対する資金配分のうち小規模工業への配分はわずか

3. 2i:t:，第2次計画（80/81～84月5年度）でも6.9さ手でし

かない。このことは，パンクーラデシュ政府が小規模・家

内工業に関する現実的，かつ具体的な開発戦略，開発プ

ログラムを持たず，したがって同工業部門の発展に不可

欠な支援体制の整備にも手を付けていないことの反映で

もある（注わ。

パングラデシュの小規模・家内工業がなぜ発展できな

かったのか，その背景となるさまざまな問題について分

析した論文は少なくはない借り。しかし，多様な，か

つ相互に複雑に絡み合った諸問題を整理し，これら問題

の具体的解決方法について，包括的提言を行なっている

論文は本舎が初めてであり，その意味でパンクやラデシュ

の小規機・家内工業についての入門書として貴重な文献

である。本書のもう一つの貢献は，小規模・家内工業の

発展も国内の大規模工業あるいは外国の多国籍企業と

の下請け・関連企業化に求めるという発想ではないかと

恩われる位4〕。こうした発展形態が可能になるならば，

著者が強調するように，大規模工業が国内の小規模・家

内工業とほとんど事業上の関連を持たない自己完結的な

生産方式から，相互補完的な生産方式へと転換すること

によって，小規模・家内工業は発展への糸口をつかむこ

とができる。
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しかし，その実現可能性についてはいくつかの疑問が

ある。以下思いつくままにあげる。（1)著者も指摘してい

るように，パングラデ、ンュの大規模工業は，ほとんどが先

進国からの機械，技術を導入したものである。一方，小

規模・家内工業の技術水準は，日本の場合と異なりいま

だプリミティブな段階にあり，大規模工業との技術格差

があまりにも大きい。こうした状況のもとで，小規模・

家内工業がはたして大規模工業の部品を製造し，あるい

は生産工程を部分的にしろ担い得るのであろうか。（2）大

規模工業はほとんどが国営部門だが，かれらはコストの

引き下げによる利益追及よりも，企業規模の拡大に執着

する。とすればこれら大企業はむしろ自己完結的生産方

式を守ろうとするのではないのか。（3）外国企業との下請

け・関連企業化がどこまで可能なのか。外国民間資本に

とって，バングラデシュの投資環境は，他の発展途上国に

比ぺてまだまだ未整備であり，魅力のある投資市場とは

いえないのではないのか。また，労働力の安さによる外

国投資の吸引力は，その質的要素からみであまり考えら

れないのではないか。（4）小規摸・家内工業が下請け企業

化したばあい，日本で見られたような親企業による下請

け企業の「搾取」を避けることができるのか。資金力の

ないパングラデシュ政府は，搾取される側の救済が困難

であろう。さらに，家父長的支配・被支配の伝統を持つ

日本と具なり，バングラデシュの小規模・家内企業家は，

親企業に支配される下請け制度に馴染むのだろうか。（5)

筆者は下請け・関連企業化による小規模・家内工業の技

術水準向上に期待をよせている。だが，現在の技術水準

では下請化の進展は望めない。これら小規模・家内企業

の技術を下請け企業になりうるだけの水準に引き上げる

にはどうするべきなのか。（6）製品の品質，あるいは納期

の厳守といった，企業経営にとって基本的な点について

の意識が，パングラデシュの企業家には薄いように見ら

れる。こうした面での改善がないかぎり，外国企業はパ
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ングラデシュの小規模・家内工業を下請け企業化するこ

とは考えないだろう。企業家の経営能力向上をどのよう

に実施するのであろうか。

これらの疑問に本書は十分答えてはいないように思わ

れる。おそらく筆者はパングラデシュが置かれている現

実の厳しさをやや過小評価しているためであろう。筆者

は現在小規模・家内工業育成のためのプロジェクトに従

事しており，今後筆者によるパングラデシュの現状に基

づく小規模工業開発論を期待したい。

（注1) Government of Bangladesh, Ministry 

of Finance, Floτu of External Resources into 

Bangladesh, 1985/86，ダッカ。
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（注3) Bangladesh Institute of Development 
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Report, ダァカ， BIDS, 1981年／Ahmed, Q. K. 

緩，“SpecialIssue on Rural Industrialisation in 

Bangladesh，＇’ Bangladesh Development Studies, 

第 12巻第1・2号， 1984年5・6月／Choudhury,
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for Bangladesh，ダツカ， BIDS,1985年。
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